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(54) Title: CONTROL DEVICE FOR INTERNAL COMBUSTION ENGINE

(54) 発明の名称 ：内燃機関の制御装置

(57) Abstract: Provided i s a control device for an internal combustion en
gine, wherein the operation state quantity i s always relatively close t o the
target state quantity t o a great extent during a transition period in an inter
nal combustion engine provided with two actuators having different r e
sponse speeds, w c are used t o control the rotary phase o f a cam and the
working angle o f a suction valve or an exhaust valve. The control device i s
provided with a hydraulic phase variable mechanism (32b) for adjusting
the rotary phase o f a suction cam (36), and an electric working angle vari
able mechanism (32a) for adjusting the working angle o f a suction valve
(28). During a transition period wherein the operation state o f an internal
combustion engine (10) varies, whether the change rate o f the compressed
end temperature (operation state quantity) changed by adjustment o f the ro
tary phase o f the suction cam (36) i s higher than the change rate o f the
compressed end temperature (operation state quantity) changed by adjust
ment of the working angle o f the suction valve (28), or vice versa, i s deter
mined at a predetermined interval o f time. A state quantity following prior

< ity control i s performed, wherein one adjustment selected from the adjust
ment o f the rotary phase of the suction cam (36) and the adjustment o f the
working angle o f the suction valve (28), for which i t i s determined that the
change rate of the compressed end temperature i s higher, i s performed pri
or to the other adjustment.

(57) 要約：
[続葉有]



添付公開書類：

- 国際調査報告 （条約第 2 1条 (3))

力ムの 回転位相 および吸気弁 また は排 気弁の作 用角 を制御す るための 、応答速度 の異 な る 2 つの ァ ク
チ ユエ一 タを備 える内燃機 関 において、過渡 時 に運転 状態量が 目標 状態量 に常 にで きるだ け近 づ け られ
るよ うに した内燃機 関の制御装置 を提供 す る。 吸気 カム （3 6 ) の 回転位相 を調整す る油圧駆 動式位
相可変機構 （3 2 b ) と、吸気弁 （2 8 ) の作 用角 を調整す る電動式作 用角可変機構 （3 2 a ) とを備
える。 内燃機 関 （1 0 ) の運転状態が変化す る過渡 時 に、吸気 カム （3 6 ) の 回転位相 の調整 と吸気弁
( 2 8 ) の作用角の調 整の うちの どち らに よる圧縮端温度 （運転 状態量 ）の変化率 が高 いか を所定 時間

毎 に判 定 す る。そ して、 吸気 カム （3 6 ) の 回転位 相 の調 整 と吸気 弁 （2 8 ) の 作 用 角の調 整 の うち
で、圧縮端温度 の変化率が高 い と判 定 され た方の調整 を他 方の調 整 に優 先 して行 う状態量追従優 先制御
を実行す る。



明 細 書

発明の名称 ：内燃機関の制御装置

技術分野

[0001 ] この発明は、内燃機関の制御装置に関する。

背景技術

[0002] 従来、例 えば特許文献 1 には、油圧駆動式位相可変機構 （リフ トタイ ミン

グ変更機構） と、 これ よ りも応答速度の高い電動式作用角可変機構 （リフ ト

量変更機構） とを備 える内燃機関の動弁装置の制御装置が開示 されている。

この従来の制御装置では、内燃機関の運転状態が変化する過渡時に、上記 2

つの可変動弁機構の応答性を考慮 しつつ、内燃機関に対する要求特性 （出力

トルク、燃費、および排気ェ ミッシ ョン）が最適な特性 となるように、それ

ぞれの可変動弁機構の動作 目標値 （リフ ト量など）を決定 している。その う

えで、上記動作 目標値が実現可能な動作範囲内にないときは、上記動作 目標

値を実現可能な動作範囲内の値に変更するように している。

尚、出願人は、本発明に関連するもの として、上記の文献を含めて、以下

に記載する文献を認識 している。

先行技術文献

特許文献

[0003] 特許文献1 ：日本特開 2 0 0 4 — 9 2 5 0 0 号公報

特許文献2 ：日本特開 2 0 0 6 — 5 7 5 7 3 号公報

特許文献3 ：日本特開 2 0 0 1 — 2 8 0 1 6 7 号公報

特許文献4 ：日本特開 2 0 0 9 — 2 0 9 8 4 9 号公報

発明の概要

発明が解決 しょうとする課題

[0004] 過渡時における内燃機関の性能 （排気ェ ミッシ ョン性能、燃費性能、また

は出力性能など）の悪化 も しくは不足を防止するためには、上記可変動弁機

構の動作値 （カムの回転位相、および吸気弁または排気弁の作用角）がそれ



ぞれの 目標値に移行する過程において、内燃機関の上記性能を満足させるう

えで重要な運転状態量を、常に目標状態量にできるだけ近づけることが好ま

しい。 しか しなが ら、上記従来の制御装置は、このような目的のために、応

答速度の異なる 2 つのァクチユエータ （可変動弁機構）の制御手法を提示す

るものではない。

[0005] この発明は、上述のような課題を解決するためになされたもので、カムの

回転位相および吸気弁または排気弁の作用角を制御するための、応答速度の

異なる 2 つのァクチユエータを備える内燃機関において、過渡時に運転状態

量が 目標状態量に常にできるだけ近づけられるように した内燃機関の制御装

置を提供することを目的とする。

課題を解決するための手段

[0006] 第 1 の発明は、内燃機関の制御装置であって、

クランクシャフ トの回転位相に対するカムの回転位相および前記カムによ

り駆動 される吸気弁または排気弁の作用角の うちの一方を調整する第 1 ァク

チユエ一タと、

前記カムの回転位相および前記吸気弁または排気弁の作用角の うちの他方

を調整 し、前記第 1 ァクチユエータよ りも応答速度の高い第 2 ァクチユエ一

タと、

内燃機関の運転状態が変化する過渡時に、前記内燃機関の運転状態を表す

所定の運転状態量が 目標状態量 となるように、前記力ムの回転位相および前

記弁の作用角をそれぞれ 目標位相および目標作用角に向けて制御する制御手

段 と、

前記過渡時に、前記カムの回転位相の調整 と前記吸気弁または排気弁の作

用角の調整の うちのどちらによる前記運転状態量の変化率が高いかを所定時

間毎に判定する状態量判定手段 と、を備え、

前記制御手段は、前記カムの回転位相の調整 と前記吸気弁または排気弁の

作用角の調整の うちで、前記運転状態量の変化率が高いと判定された方の調

整を他方の調整に優先 して行 う状態量追従優先制御を実行することを特徴 と



す る。

[0007] また、第 2 の発 明は、第 1 の発 明において、

前記運転状態量 は、圧縮端温度 、吸入空気量 、およびポ ンプ損 失の うちの

何れ か 1 つで ある ことを特徴 とす る。

[0008] また、第 3 の発 明は、第 1 また は第 2 の発 明において、

前記第 1 ァクチ ユエー タは、前記 カムの回転位相 を調整す る位相可変機構

で あ って、

前記第 2 ァクチ ユエー タは、前記吸気弁 また は排気弁の作用角 を調整す る

作用角可変機構 で あ って、

前記制御手段 は、前記位相可変機構 による前記 カムの回転位相の調整 を優

先 して行 う場合 に、前記作用角可変機構 による前記吸気弁 また は排気弁の作

用角の調整 を中止す る作用角調整 中止手段 を含む こ と を特徴 とす る。

[0009] また、第 4 の発 明は、第 1 乃至第 3 の発 明の何れ か において、

前記制御手段 は、

前記 カムの回転位相 および前記吸気弁 また は排気弁の作用角 を前記 目標位

相 および前記 目標作用角 に向 けてそれ ぞれ制御す る際 に、前記 カムの回転位

相の調整 また は前記吸気弁 また は排気弁の作用角の調整 によ って前記 目標状

態量 に対す る前記運転状態量のオー バ ー シユー 卜が予測 され るか否か を判定

す るオー バ ー シユー ト予測手段 と、

前記 カムの回転位相の調整 および前記吸気弁 また は排気弁の作用角の調整

の うちの何れ か一方 に前記オー バ ー シユー 卜が予測 され る場合 には、前記 力

ムの回転位相の調整 および前記吸気弁 また は排気弁の作用角の調整の うちの

前記オー バ ー シユー 卜が予測 され な い他方 を優 先 して行 うオー バ ー シユー ト

時制御手段 と、

を含む こ と を特徴 とす る。

[001 0] また、第 5 の発 明は、第 1 乃至第 4 の発 明の何れ か において、

前記制御手段 は、前記過渡 時において、前記 カムの回転位相が前記 目標位

相 に到達 し、かつ前記吸気弁 また は排気弁の作用角が前記 目標作用角 に到達



す るまで に要 す る時間 が 所 定 時間 を超 え る場 合 に は、前 記 状 態 量 追従 制御 か

ら、前 記 目標 位 相 お よび前 記 目標 作 用 角 〜 の速 や か な追従 を優 先す る高 速 追

従 優 先制御 に切 り換 え る制御 切 替 手 段 を含 む こ と を特徴 とす る。

[001 ] ま た 、第 6 の発 明 は、第 1 乃 至第 5 の発 明の何 れ か に お いて 、

前 記 状 態 量 判 定手 段 は、前 記 カム の 回転位 相 の 変化 に対す る前 記 運 転 状 態

量 の前 記 変化 率 、 お よび前 記 吸 気 弁 また は排 気 弁 の作 用 角 の 変化 に対す る前

記 運 転 状 態 量 の前 記 変化 率 をそれ ぞれ 定 め た マ ップに従 って 、前 記 カム の 回

転位 相 の調 整 と前 記 吸 気 弁 また は排 気 弁 の作 用 角 の調 整 の うちの どち らに よ

る前 記 運 転 状 態 量 の前 記 変化 率 が高 いか を所 定 時間毎 に判 定す る手 段 で あ つ

て 、

前 記 状 態 量 判 定手 段 は、所 定 の エ ンジ ン回転 数 お よび所 定 の エ ンジ ン負荷

毎 に前 記 マ ッ プを備 えて い る こ とを特徴 とす る。

[001 2 ] ま た 、第 7 の発 明 は、第 1 乃 至第 6 の発 明の何 れ か に お いて 、

前 記 第 1 ァ クチ ユエー タは、油 圧 を利 用 して前 記 カム の 回転位 相 を調 整 す

る油 圧 駆 動 式位 相 可 変機 構 で あ って 、

前 記 状 態 量 判 定手 段 は、前 記 カム の 回転位 相 の 変化 速 度 に基 づ いて前 記 力

ム の 回転位 相 の調 整 に よ る前 記 運 転 状 態 量 の 変化 率 を推 定す る もの で あ って

前 記 カム の 回転位 相 の 変化 速 度 は、前 記 吸 気 弁 また は排 気 弁 の作 用 角 、油

温 、 お よび油 圧 を変数 とす る関数 と して定 め られ て い る ことを特徴 とす る。

[001 3 ] ま た 、第 8 の発 明 は、第 7 の発 明 に お いて 、

前 記 カム の 回転位 相 の 変化 速 度 は、前 記 油 圧 駆 動 式位 相 可 変機 構 の経 時 的

な 劣化 度 合 い を示す 劣化補 正係 数 に よ り修 正 され る ことを特徴 とす る。

[001 4 ] ま た 、第 9 の発 明 は、第 1 乃 至第 8 の発 明の何 れ か に お いて 、

前 記 内燃機 関の運 転領 域 に応 じて 、制御 対象 とす る前 記 運 転 状 態 量 を切 り

替 え る状 態 量 切 替 手 段 を更 に備 え る ことを特徴 とす る。

[001 5 ] ま た 、第 1 0 の発 明 は、第 9 の発 明 に お いて 、

前 記 状 態 量 切 替 手 段 は、低 回転低 負荷領 域 で は、圧縮 端温 度 を前 記 運 転 状



態量 と して選 択す る ことを特徴 とす る。

[001 6] また 、第 1 1 の発 明 は、第 9 また は第 1 0 の発 明 にお いて、

前 記状態量切替手段 は、低 回転高 負荷領域 で は、吸入空 気量 を前 記運転状

態量 と して選 択す る ことを特徴 とす る。

[001 7] また 、第 1 2 の発 明 は、第 9 乃 至第 1 1 の発 明の何れ か にお いて、

前 記状態量切替手段 は、排 気 ェ ミッシ ョンの低減 を最優 先 とす るモー ド域

で は、圧縮 端温 度 を前 記運転状態量 と して選 択す る ことを特徴 とす る。

[001 8] また 、第 1 3 の発 明 は、第 9 乃 至第 1 2 の発 明の何れ か にお いて、

前 記状態量切替手段 は、高 回転高 負荷領域 で は、ポ ンプ損 失 を前 記運転状

態量 と して選 択す る ことを特徴 とす る。

発 明の効 果

[001 9] 第 1 お よび第 2 の発 明 に よれ ば、 目標 状態量へ の運転状態量 の移 行過程 （

す なわ ち、過 渡 時）の各 瞬間 にお いて、運転状態量 を常 に 目標 状態量 にで き

るだ け近 づ け られ るよ うにカムの 回転位 相 と吸気弁 また は排 気弁の作用角 と

が制御 され る ことにな る。その結 果 、 目標 状態量へ の移 行過程 にお ける内燃

機 関の性能 （排 気 ェ ミッシ ョン性能 、燃費性能 、 また は出 力性能 な ど）の悪

化 も しくは不 足 を十分 に抑制す る ことが可能 とな る。

[0020] 第 2 の発 明 に よれ ば、圧縮 端温 度 、吸入空 気量 、 また はポ ンプ損 失 を制御

対象 の運転状態量 と した ことに よ り、過 渡 時 にお いて、 内燃機 関の性能 （排

気 ェ ミッシ ョン性能 、燃費性能 、 また は出 力性能 な ど）の悪化 も しくは不 足

を十分 に抑制す る ことが可能 とな る。

[0021 ] 第 3 の発 明 に よれ ば、 カムの 回転位 相 の調整 を優 先 して行 う場合 に、吸気

弁 また は排 気弁の作用角 の調整 を中止す る ことに よ り、作用角 の拡 大 に よる

位 相 変化速度 の低 下 を防止す る ことが で きる。 このため 、 目標 状態量へ の移

行過程 にお いて、 カムの 回転位 相 の調整 に よ って、運転状態量 を 目標 状態量

に よ り迅速 に近 づ け られ るよ うに制御 す る ことが で きる。

[0022] 第 4 の発 明 に よれ ば、上記オーバー シュー トが予測 され る場合 には、 当該

オーバー シユー 卜の予測 され る方 の調整 が運転状態量 の変化率 の高 い方 の調



整であっても、その調整の実行が制限されるようになる。これにより、運転

状態量のオーバーシユー 卜によって内燃機関の上記性能が却って悪化もしく

は不足させてしまうのを防止することができる。

[0023] 第 5 の発明によれば、過渡時における内燃機関の上記性能の悪化等を上記

状態量追従優先制御の実行によってできる限り抑制しつつ、必要に応じて目

標位相および目標作用角へのカムの回転位相および吸気弁または排気弁の作

用角の追従を高速追従優先制御の実行によって急ぐようにすることにより、

制限時間内に目標位相および目標作用角に到達させることが可能となる。

[0024] 第 6 の発明によれば、所定のエンジン回転数および所定のエンジン負荷毎

に運転状態量についての上記マップを備えておくことにより、過渡時におけ

る内燃機関の上記性能の悪化等をより精度良く抑制することができる。

[0025] 第 7 の発明によれば、第 1 ァクチユエータとして油圧駆動式位相可変機構

を備える場合において、運転状態量の変化率の推定に用いるカムの回転位相

の変化速度を精度良く算出することが可能となる。

[0026] 第 8 の発明によれば、油圧駆動式位相可変機構の経時的な劣化度合いを考

慮して、カムの回転位相の変化速度を精度良く算出することが可能となる。

これにより、上記状態量追従優先制御を長期に渡って高精度に保つことが可

能となる。

[0027] 第 9 の発明によれば、各運転領域に対して最適な運転状態量を、過渡時に

目標状態量に常にできるだけ近づけられるようにすることができる。また、

運転領域に応じて制御対象とする運転状態量を切り替えながら上記状態量追

従優先制御を実行することにより、運転領域の切り替え直後においても、運

転状態量を目標状態量に常にできるだけ近づけられるように作用角および位

相を制御させられるようになる。

[0028] 第 1 0 の発明によれば、低回転低負荷域において、過渡時に排気エミッシ

ヨン （特に T H C排出量）の悪化を十分に抑制することができる。

[0029] 第 1 1 の発明によれば、低回転高負荷域において、過渡時にスモーク排出

量の悪化を抑制して出力性能の不足を十分に抑制することができる。



[0030] 第 1 2 の発明によれば、モー ド域において、過渡時に排気ェミッション （

特に N O X 排出量）の悪化を十分に抑制することができる。

[0031 ] 第 1 3 の発明によれば、高回転高負荷域において、過渡時に燃費の悪化を

十分に抑制することができる。

図面の簡単な説明

[0032] [図 1] 本発明の実施の形態 1 のシステム構成を説明するための図である。

[図2] 吸気弁の作用角の変化速度と吸気カムの回転位相の変化速度との関係を

表 した図である。

[図3] 本発明の実施の形態 1 における特徴的な制御手法 （状態量追従優先制御

) を第 1 および第 2 の従来制御 と比較 して説明するための図である。

[図4] 本発明の実施の形態 1 における特徴的な制御手法 （状態量追従優先制御

) を第 1 および第 2 の従来制御 と比較 して説明するための図である。

[図5] 本発明の実施の形態 1 において実行されるルーチンのフローチヤ一 卜で

[図6] 図 5 に示すルーチン中のステップ 1 0 2 における判定手法をより詳細に

説明するための図である。

[図7] 圧縮端温度上昇率マップに生 じ得る歪みによる弊害を説明するための図

である。

[図8] 本発明の実施の形態 2 において実行されるルーチンのフローチヤ一 卜で

[図9] 本発明の実施の形態 3 において実行されるル一チンのフローチャー トで

[図10] 目標状態量への移行途中において状態量追従優先制御か ら高速追従優

先制御に切 り替えられた場合に作用角および位相が迪る経路を説明するため

の図である。

[図11] 本発明の実施の形態 4 における特徴的な構成を説明するための図であ

る。

[図12] 本発明の実施の形態 6 において用いられる内燃機関の運転領域の設定



を説明するための図である。

[図 13] 本発明の実施の形態 6 において実行 されるルーチンのフローチヤ一 ト

である。

[図14] 図 1 3 に示すルーチン中のステップ 4 0 6 における運転状態量のマツ

プの切 り替えの一例 を説明するための図である。

[図15] 図 1 4 におけるA 領域か らB 領域に内燃機関の運転領域が変化する過

渡時 （加速時）の動作を説明するための図である。

発明を実施するための形態

[0033] 実施の形態 .

[ システム構成の説明]

図 1 は、本発明の実施の形態 1 のシステム構成を説明するための図である

。図 1 に示すシステムは、圧縮着火式の内燃機関 1 0 を備えている。ここで

は、圧縮着火式内燃機関の一例 として、内燃機関 1 0 は、ターポ過給機付き

のディーゼルエンジンであるものとする。

[0034] 内燃機関 1 0 の筒内には、 ピス トン 1 2 が設けられている。内燃機関 1 0

の筒内には、 ピス トン 1 2 の頂部側に燃焼室 1 4 が形成 されている。燃焼室

4 には、吸気通路 1 6 および排気通路 1 8 が連通 している。

[0035] 吸気通路 1 6 の入口近傍には、吸気通路 1 6 に吸入 される空気の流量に応

じた信号を出力するェアフロ一メータ 2 0 が設けられている。ェアフロ一メ

—タ 2 0 の下流には、ターポ過給機のコンプレッサ 2 2 が配置 されている。

また、排気通路 1 8 の途中には、ターポ過給機のター ビン 2 4 が配置 されて

いる。

[0036] 内燃機関 1 0 の各気筒には、燃料を筒内に直接噴射する燃料噴射弁 2 6 が

設置 されている。吸気ポー トおよび排気ポー トには、それぞれ、燃焼室 1 4

と吸気通路 1 6 、或いは燃焼室 1 4 と排気通路 1 8 を導通状態または遮断状

態 とするための吸気弁 2 8 および排気弁 3 0 が設けられている。

[0037] 図 1 に示すシステムは、各気筒の吸気弁 2 8 を駆動するための動弁装置 と

して、吸気可変動弁装置 3 2 を備えている。吸気可変動弁装置 3 2 は、吸気



弁 2 8 の作用角 （以下、単に 「作用角」と略する場合がある）を連続的に可

変とする作用角可変機構 3 2 a と、クランクシャフ ト3 4 の回転位相に対す

る吸気カム 3 6 の回転位相 （以下、単に 「位相」と略する場合がある）を連

続的に可変とする位相可変機構 （可変バルブタイミング機構） 3 2 b とを具

備する装置である。より具体的には、作用角可変機構 3 2 a は、吸気弁 2 8

の開き時期をほぼ一定としつつ作用角を連続的に変更可能な機構であり、ま

た、位相可変機構 3 2 b は、作用角を固定としつつ吸気弁 2 8 の開閉時期を

連続的に変更可能な機構である。従 って、これ らの可変機構 3 2 a 、 3 2 b

を備えることにより、位相可変機構 3 2 b を用いた位相の調整によって吸気

弁 2 8 の開き時期 （I V O ) を所望の時期に制御 しつつ、作用角可変機構 3

2 a を用いた作用角の調整によって吸気弁の 2 8 の閉 じ時期 （I V C ) を所

望の時期に制御することができる。尚、作用角可変機構 3 2 a と同様の構成

を有する可変動弁装置については、例えば、国際出願の国際公開番号W O 2

0 0 6 / 3 2 0 5 9 号公報において詳述されているので、ここではその詳細

な説明を省略するものとする。

[0038] また、ここでは、上記位相可変機構 3 2 b は油圧駆動式の機構であり、上

記作用角可変機構 3 2 a は電動式の機構であるものとする。また、クランク

シャフ ト3 4 の近傍には、クランク角度およびエンジン回転数を検知するた

めのクランク角センサ 3 8 が配置 されている。また、吸気カムシャフ ト4 0

の近傍には、吸気カムシャフ ト4 0 の回転位置 （位相の進角量）を検知する

ための吸気カム角センサ 4 2 が配置 されている。また、作用角可変機構 3 2

a は、吸気弁 2 8 の作用角を検知するための作用角センサ 4 4 を内蔵 してい

る。また、吸気通路 1 6 におけるコンプレッサ 2 2 の下流には、過給圧を検

知するための過給圧センサ 4 6 および吸気温度を検知するための吸気温セン

サ 4 8 がそれぞれ設置 されている。

[0039] 本実施形態のシステムは、 E C U (E l ectron i c Contro l Un i t ) 5 0 を備え

ている。 E C U 5 0 には、上述 したェアフロ一メータ 2 0 等に加え、内燃機

関 1 0 の潤滑油温度 （以下、単に 「油温」と略する）を検知するための油温



セ ンサ 5 2 等の各種のセ ンサが接続 されている。また、 E C U 5 0 には、上

述 した燃料噴射弁 2 6 および吸気可変動弁装置 3 2 等の各種のァクチユエ一

タが接続 されている。 E C U 5 0 は、それ らのセ ンサ信号や情報 に基づき、

所定の プ口グラムに従 つて各ァクチ ユ エ 一 タを駆動 させ ることによ り、内燃

機関 1 0 の運転状態 を制御す る。

[0040] 図 2 は、吸気弁 2 8 の作用角の変化速度 と吸気カム 3 6 の回転位相の変化

速度 との関係 を表 した図である。よ り具体的には、図 2 における左側の図は

、小作用角制御時における吸気弁 2 8 の作用角の拡大側の変化速度 （作用角

拡大速度） と吸気カム 3 6 の回転位相の進角側の変化速度 （位相進角速度）

との関係 を示 し、図 2 における右側の図は、大作用角制御時における作用角

拡大速度 と位相進角速度 との関係 を示 している。

[0041 ] 上述 したように、位相可変機構 3 2 b は油圧駆動式であ り、作用角可変機

構 3 2 a は電動式である。 このため、位相可変機構 3 2 b の応答速度は、作

用角可変機構 3 2 a のそれ に対 して遅 くなる。また、作用角が大 き くなると

、吸気カム 3 6 に作用す るバル ブス プ リング （図示省略）か らの反力が大 き

くなる。 このカム反力は、吸気カム 3 6 の回転位相 を進角側 に制御す るのを

妨 げるように作用す る。 このため、図 2 に示す ように、作用角の変化に対 し

て作用角拡大速度は変わ らないのに対 し、作用角が大 き くなると、位相進角

速度が低 くなる。

[0042] [実施の形態 1 における特徴部分 ]

図 3 および図 4 は、本発明の実施の形態 1 における特徴的な制御手法 （状

態量追従優先制御）を第 1 および第 2 の従来制御 と比較 して説明す るための

図である。

図 3 における縦軸 は、作用角可変機構 3 2 a によ り調整 され る吸気弁 2 8

の作用角 （吸気弁閉 じ時期 I V C ) で あ り、同図における横軸 は、位相可変

機構 3 2 b によ り調整 され る吸気カム 3 6 の位相 （吸気弁開き時期 I V C )

で ある。また、図 3 中に示す縞模様 は、圧縮端温度の等高線であ り、図 3 に

おける右上側 に移動す るほど、圧縮端温度が高 くなる。また、図 4 ( A ) は



燃料噴射量 Q の変化を表す波形を、図 4 ( B ) は吸気弁 2 8 の作用角の変化

を表す波形を、図 4 ( C ) は吸気カム 3 6 の位相の変化を表す波形を、図 4

( D ) は総炭化水素 （T H C ) の変化を表す波形を、図 4 ( E ) は圧縮端温

度の変化を表す波形を、それぞれ示 している。

[0043] 上記図 2 に示すように作用角の拡大 と位相の進角 とが同時に要求 されるの

は、例 えば、図 4 ( A ) に示すようにアクセル要求に基づいて燃料噴射量 Q

が増量 される加速時 （すなわち、高負荷高回転側への運転状態の移行時）で

ある。図 3 中に 「S T A R T 」を付 して示す制御点は、加速開始時のもので

あ り、同図中に 「G O A L 」を付 して示す制御点は、加速終了時のもの （す

なわち、今回の加速時の 目標 となる点）である。

[0044] 本実施形態では、エンジン負荷 （燃料噴射量 Q ) とエンジン回転数 とで規

定される内燃機関 1 0 の運転領域において、細か く区分 された個々の運転領

域毎に、内燃機関 1 0 の性能 （排気ェミッシ ョン性能、燃費性能、および出

力性能など）を満足させるうえで重要な運転状態量が設定されている。

[0045] 内燃機関 1 0 の運転領域が移行する際 （過渡時）には、移行後の運転領域

に応 じて （すなわち、要求 される燃料噴射量 Q に応 じて）、運転状態量の 目

標値 （すなわち、目標状態量）が設定されるとともに、この 目標状態量を実

現 させるための可変機構 3 2 a 、 3 2 b の動作値 （作用角および位相）の 目

標値 （目標作用角および目標位相）がそれぞれ設定される。過渡時に内燃機

関 1 0 の上記性能の悪化もしくは不足を防止するためには、それぞれの 目標

値への作用角および位相の移行過程において、内燃機関 1 0 の性能 （排気ェ

ミッシ ョン性能、燃費性能、または出力性能など）を満足させるうえで重要

な運転状態量を、常に目標状態量にできるだけ近づけることが好ま しい。

[0046] 本実施形態では、過渡時における排気ェミッシ ョン性能を良好なものとす

るために、そのような運転状態量 として圧縮端温度を制御対象 としている。

過渡時において圧縮端温度を常にできる限 り適切な値に制御することができ

れば、過渡時における燃焼状態を改善 し、 T H C 排出量の悪化を抑制するこ

とができる。そこで、本実施形態では、加速時などにおいて作用角の拡大お



よび位相の進角が要求 される場合には、状態量追従優先制御を行 うように し

た。

[0047] ここで、本実施形態における過渡時の状態量追従優先制御 との対比のため

に参照する第 1 および第 2 の従来制御について先に説明する。

[0048] 先ず、第 1 の従来制御は、図 4 ( A ) に示すように燃料噴射量 Q が増大 さ

れる加速時において作用角の拡大および位相の進角が要求 された場合に、何

らの配慮な しに、それぞれの 目標値に向けての作用角および位相の制御を同

時に開始するものである。このような手法が行われると、図 3 中の太い実線

並びに図 4 ( B ) および図 4 ( C ) に示すように、応答速度が相対的に高い

作用角が先ず 目標値に収束 し、その後、応答速度が相対的に低い位相が 目標

値に収束することになる。このような手法では、図 4 ( E ) に示すように、

目標状態量 （図 3 中の 「G O A L 」における値）への圧縮端温度の収束が遅

れて しまう。その理由は、第 1 の従来制御では、作用角の拡大に伴 うカム反

力の増大によって位相進角速度が低 くなつた状況下で位相の進角が行われる

ためである。また、第 1 の従来制御では、それぞれの 目標値に向けて作用角

および位相を制御 していく過程において、圧縮端温度を常に目標状態量にで

きるだけ近づけるという配慮がなされていない。その結果、図 4 ( D ) に示

すように、加速時における T H C 排出量の悪化を抑制することができない。

[0049] また、第 2 の従来の手法は、加速時において作用角の拡大および位相の進

角が要求 された場合に、図 3 中の破線並びに図 4 ( B ) および図 4 ( C ) に

示すように、作用角の拡大を行わない状態で先ず位相を目標値に制御 させた

後に、作用角を目標値に制御 させるものである。このような手法によれば、

位相進角速度を高 く確保 した状態で位相を速やかに目標値に収束 させた うえ

で、作用角を目標値に収束 させ られる。 しか しなが ら、この第 2 の従来制御

においても、目標作用角および目標位相への移行過程において、圧縮端温度

を常に目標状態量にできるだけ近づけるという配慮がなされていない。この

ため、作用角および位相をそれぞれの 目標値に迅速に収束 させることはでき

るけれ ども、図 4 ( E ) に示すように、目標作用角および目標位相への移行



過程において、圧縮端温度を常に目標状態量にできるだけ近づけられるよう

な経路で作用角および位相が変化 しない。その結果、図 4 ( D ) に示すよう

に、加速時における T H C 排出量の悪化を十分に抑制することができない。

[0050] これに対 し、図 3 中における細い実線は、本実施形態の状態量追従優先制

御に作用角および位相が迪る経路である。そ して、この実線上に付された各

矢印は、各時点において、 E C U 5 0 が計算可能な最小時間内に動作 し得る

作用角および位相の変化量を表 している。既述 したように、作用角が大きく

なるほど、位相変化速度 （より具体的には位相進角速度）が低 くなる。この

ため、図 3 では、作用角の拡大に伴って位相の矢印が短 くなつている。

[0051 ] 本実施形態の状態量追従優先制御では、加速時において作用角の拡大およ

び位相の進角が要求された場合に、図 3 中の細い実線で示すように、作用角

および位相のうちのどちらを優先 して動か した方が、運転状態量である圧縮

端温度が目標状態量により早 く近づくかを所定時間 （E C U 5 0 が計算可能

な上記最小時間が望ましい）毎に算出 し、その算出結果に基づいて、作用角

と位相のうちのどちらを優先 して動かすかを決定するものである。具体的に

は、本制御では、上記所定時間毎に、作用角の調整と位相の調整のうちのど

ちらによる圧縮端温度の変化率が高いかを判定するようにした。そ して、作

用角の調整と位相の調整のうちで、圧縮端温度の変化率が高いと判定された

方の調整を他方の調整に優先 して行うようにした。

[0052] 本実施形態の状態量追従優先制御が行われると、作用角および位相の変化

は、第 1 および第 2 の従来制御の実行時とは異な り、図 4 ( B ) および図 4

( C ) に示すように変化する。このような手法によれば、図 4 ( E ) に示す

ように、目標状態量への移行過程の各瞬間において、圧縮端温度を常に目標

状態量にできるだけ近づけられるように作用角と位相とが制御されることに

なる。その結果、図 4 ( D ) に示すように、目標状態量への移行過程 （すな

わち、過渡時）における排気ェミッション （この場合は T H C 排出量）の悪

化を最も抑制することが可能となる。

[0053] 図 5 は、本発明の実施の形態 1 における状態量追従優先制御を実現するた



めに、 E C U 5 0 が実行する制御ルーチンを示すフローチヤ一 トである。

図 5 に示すルーチンでは、先ず、燃料噴射量 Q が増加 したか否かが判定さ

れる （ステップ 1 0 0 ) 。

[0054] その結果、燃料噴射量 Q が増加 したと判定された場合、つま り、加速時 （

過渡時）であると判断できる場合には、作用角を拡大する場合の方が位相を

進角する場合よ りも、圧縮端温度の変化率 （ここでは、圧縮端温度上昇率）

が高 くなるか否かが判定される （ステップ 1 0 2 ) 。 E C U 5 0 は、上記図

3 に示すような関係、すなわち、作用角 （I V C ) の変化に対する圧縮端温

度上昇率および位相 （I V O ) の変化に対する圧縮端温度上昇率をそれぞれ

定めたマップ （圧縮端温度マップ）を記憶 している。本ステップ 1 0 2 では

、そのようなマップを参照 して、作用角を拡大する場合 と位相を進角する場

合 とで、圧縮端温度上昇率の算出値の大小が比較 される。

[0055] 図 6 は、本ステップ 1 0 2 における判定手法をよ り詳細に説明するための

図である。図 6 中の右上側の矢印の位置においては、作用角の拡大方向よ り

も位相の進角方向の方が圧縮端温度の等高線が密 となっているため、作用角

拡大よ りも位相進角の方が圧縮端温度上昇率が高 くなることが分かる。一方

、図 6 中の左下側の矢印の位置においては、位相の進角方向よ りも作用角の

拡大方向の方が圧縮端温度の等高線が密 となっているため、位相進角よ りも

作用角拡大の方がよ り圧縮端温度上昇率が高 くなることが分かる。

[0056] 上記ステップ 1 0 2 における判定が成立すると判定された場合には、作用

角の調整を優先すべき状況であると判断することができるので、作用角の調

整を優先 した制御が実行 される （ステップ 1 0 4 ) 。具体的には、作用角が

拡大 されるとともに位相が進角 される。尚、この場合に、作用角の拡大だけ

ではな く位相の進角を行 う理由は、位相の変化は、電動モータを駆動力とす

る作用角の調整に対 して影響を及ぼさないためであ り、また、位相の進角を

同時に行 うことによ り、位相を目標位相によ り早 く収束 させ られるためであ

る。また、上述 したように、作用角の調整は、位相の調整に用いられる油圧

式の位相可変機構 3 2 b よ りも応答速度の高い電動式の作用角可変機構 3 2



a が用いられるので、作用角の拡大 とともに位相の進角を同時に行 っても、

作用角の拡大を優先させた制御を行 っているといえる。

[0057] 次に、上記ステップ 1 0 4 における作用角拡大時か ら所定時間 （すなわち

、 E C U 5 0 が計算可能な最小時間） T が経過 したか否かが判定される （ス

テツプ 1 0 6 ) 。その結果、所定時間 T が未だ経過 していない間は、作用角

拡大 （および位相進角）が継続 される。

[0058] —方、上記ステップ 1 0 2 における判定が不成立であると判定された場合

には、位相の調整を優先すべき状況であると判断することができるので、位

相の調整を優先 した制御が実行 される （ステップ 1 0 8 ) 。具体的には、現

状の作用角が維持 された状態で （すなわち、作用角の調整が中止 された状態

で）位相の進角が行われる。次いで、上記ステップ 1 0 8 における位相進角

時か ら上記所定時間 T が経過 したか否かが判定される （ステップ 1 1 0 ) 。

その結果、所定時間 T が未だ経過 していない間は、位相進角が継続 される。

[0059] 上記ステップ 1 0 6 または 1 1 0 において上記所定時間 T が経過 したと判

定された場合には、次いで、作用角および位相が 目標作用角および目標位相

にそれぞれ到達 したか否かが判定される （ステップ 1 1 2 ) 。その結果、本

ステップ 1 1 2 の判定が成立 したと判定された場合には、本実施形態の状態

量追従優先制御が終了される。一方、本ステップ 1 1 2 の判定が不成立であ

ると判定された場合には、位相変化速度W nが算出される （ステップ 1 1 4 )

。既述 したように、位相変化速度W nは作用角に応 じて変わるため、本ステツ

プ 1 1 4 では、現在の作用角に応 じた最新の位相変化速度W nが算出される。

ここで算出された位相変化速度W nは、上記ステップ 1 0 2 における判定にお

いて、位相の変化による圧縮端温度の変化率を算出する際に使用 される。本

ステップ 1 1 4 の実行後には、上記ステップ 1 0 2 以降の処理が繰 り返 し実

行 される。

[0060] 以上説明 した図 5 に示すルーチンによれば、目標状態量への移行過程の各

所定時間 T において、圧縮端温度を常に目標状態量にできるだけ近づけられ

るように作用角 と位相 とが制御 されることになる。その結果、目標状態量へ



の移行過程 （すなわち、過渡時）における燃焼状態を常に最善なものにする

ことができるので、排気ェミッシ ョン （この場合は T H C 排出量）の悪化を

十分に抑制することが可能 となる。また、本実施形態の状態量追従優先制御

によれば、作用角可変機構 3 2 a に比 して応答速度の遅い位相可変機構 3 2

b を用いた位相の調整の効果を、位相可変機構 3 2 b のハ ー ド上の応答性能

の限界まで引き出す ことができるようになる。

[0061 ] また、上記ルーチンによれば、位相を優先 して制御する場合には、作用角

が現状の値に維持 される。これによ り、作用角の拡大による位相変化速度W n

の低下を防止することができるので、目標状態量への移行過程において、位

相の調整によって、圧縮端温度を目標状態量によ り迅速に近づけられるよう

に制御することができる。

[0062] ところで、上述 した実施の形態 1 においては、過渡時に制御対象 とする運

転状態量 として、圧縮端温度を用いた制御例について説明 した。 しか しなが

ら、本発明において制御対象 とする運転状態量は、圧縮端温度に限 らず、以

下に説明するように、例 えば、吸入空気量或いはポンプ損失などであっても

よい。

[0063] 尚、上述 した実施の形態 1 においては、位相可変機構 3 2 b が前記第 1 の

発明における 「第 1 ァクチユエ一タ」に、作用角可変機構 3 2 a が前記第 1

の発明における 「第 2 ァクチユエ一タ」に、それぞれ相当 している。また、

E C U 5 0 力、 上記ステップ 1 0 4 〜 1 1 2 の処理を実行することによ り前

記第 1 の発明における 「制御手段」力、 上記ステップ 1 0 2 の処理を実行す

ることによ り前記第 1 の発明における 「状態量判定手段」力、 それぞれ実現

されている。

また、 E C U 5 0 が上記ステップ 1 0 2 の判定が不成立である場合に上記

ステップ 1 0 8 の処理を実行することによ り前記第 3 の発明における 「作用

角調整中止手段」が実現 されている。

[0064] 実施の形態 2 .

次に、図 7 および図 8 を参照 して、本発明の実施の形態 2 について説明す



る。

本実施形態のシステムは、図 1 に示すハー ドウェア構成を用いて、 E C U

5 0 に図 5 に示すルーチンに代えて後述の図 8 に示すルーチンを実行させる

ことにより実現することができるものである。

[0065] 図 7 は、圧縮端温度上昇率マップに生 じ得る歪みによる弊害を説明するた

めの図である。

図 7 に示す状態では、作用角および位相の現在値 （黒丸）か ら圧縮端温度

(運転状態量）を最終的な目標値 （G O A L ) に到達させるためには、作用

角と位相をそれぞれ残 り1 回ずつ動かす ことが必要である。 しか しなが ら、

図 7 に示すマップの場合には、位相を作用角よりも先に今回の狙いの状態量

(∆ ) に進角させると、圧縮端温度が目標状態量よりも過大となって しまう

。このような現象が生 じて しまうマップの設定のことを、ここではマップ歪

み と称する。尚、図 7 では、位相側に上記マップ歪みが生 じているケースを

例に挙げたが、同様のマップ歪みは、作用角側にも生 じ得るものであり、ま

た、位相側および作用角側の双方にも生 じ得るものである。

[0066] 上述 した実施の形態 1 における状態量追従優先制御によれば、作用角の調

整と位相の調整のうちで、圧縮端温度の変化率が高いと判定された方の調整

が優先 して行われることになる。 しか しなが ら、上記図 7 に示すようなマツ

プ歪みが生 じている場合において、このような制御をそのまま適用すると、

圧縮端温度が目標状態量を超えてオーバー シユー トし、過度に上昇 して しま

う結果となる場合がある。

[0067] そこで、本実施形態では、作用角の調整または位相の調整によって目標状

態量に対する圧縮端温度 （運転状態量）のオーバー シュー トが予測されるか

否かを判定するように した。そのうえで、作用角の調整および位相の調整の

うちの何れか一方にオーバー シユー 卜が予測される場合には、当該オーバー

シユー 卜が予測されない他方の調整を優先 して行 うように した。すなわち、

オーバー シユー 卜の予測される方の調整が圧縮端温度の変化率の高い方の調

整であっても、その調整の実行を制限するように した。また、作用角の調整



および位相の調整の うちの どち らによって も上記オー バ ー シユー 卜が予測 さ

れ る場合 には、最終的な 目標値 によ り早 く到達できるよ うにす るために、作

用角の調整 を停止 した状態で先ず位相 を進角 させた後 に作用角 を拡大 させ る

よ うに した。

[0068] 図 8 は、上記の機能 を実現す るために、本実施の形態 2 において E C U 5

0 が実行す る制御ルーチ ンを示す フローチャー トである。尚、図 8 において

、実施の形態 1 における図 5 に示すステ ップと同一のステ ップについては、

同一の符号 を付 してその説明を省略または簡略す る。

[0069] 図 8 に示すルーチ ンでは、ステ ップ 1 0 2 における判定が成立す ると判定

された場合、すなわ ち、作用角の調整 を優先すべ き状況であると判断す る こ

とができる場合 には、次 いで、作用角 についての今回の狙 いの状態量が 目標

状態量 よ りも小 さいか否かが判定 され る （ステ ップ 2 0 0 ) 。

[0070] 上記ステ ップ 2 0 0 において作用角 についての今回の狙 いの状態量が 目標

状態量 よ りも小 さいと判定 された場合 には、上記マ ップ歪み に起 因す るォー

バー シユー 卜が予測 され る状況ではないと判断す る ことができる。 このため

、 この場合 には、通常通 り作用角の拡大が実行 され る （ステ ップ 1 0 4 ) 。

—方、上記ステ ップ 2 0 0 において作用角 についての今回の狙 いの状態量が

目標状態量以上であると判定 された場合 には、作用角の拡大 によって上記マ

ップ歪み に起 因す るォ一/ 《一 シュー トが予測 され る状況であると判断す る こ

とができる。 このため、 この場合 には、オーバ一 シュー トが予測 され る方の

調整 （すなわ ち、作用角拡大）が制限 され 、現状の作用角が維持 された状態

で位相の進角が行われ る （ステ ップ 1 0 8 ) 。

[0071 ] また、上記ステ ップ 1 0 2 における判定が不成立であると判定 された場合

、すなわ ち、位相の調整 を優先すべ き状況であると判断す る ことができる場

合 には、次 いで、位相 についての今回の狙 いの状態量が 目標状態量 よ りも小

さいか否かが判定 され る （ステ ップ 2 0 2 ) 。

[0072] 上記ステ ップ 2 0 2 において位相 についての今回の狙 いの状態量が 目標状

態量 よ りも小 さいと判定 された場合 には、上記マ ップ歪み に起 因す るオーバ



ーシユー 卜が予測される状況ではないと判断することができる。このため、

この場合には、通常通 り、現状の作用角が維持された状態で位相の進角が実

行される （ステップ 1 0 8 ) 。一方、上記ステップ 2 0 2 において位相につ

いての今回の狙いの状態量が目標状態量以上であると判定された場合には、

位相の進角によって上記マツプ歪みに起因するォ_ / く一シュー トが予測され

る状況であると判断することができる。この場合には、次いで、上記ステツ

プ 2 0 0 の判定が実行されることになる。

[0073] その結果、作用角の拡大によって上記マップ歪みに起因するオーバー シュ

一 卜が予測されない場合 （上記ステップ 2 0 0 の判定が成立する場合）には

、上記ステップ 1 0 4 に進む。一方、作用角の拡大によっても上記マップ歪

みに起因するオーバー シユー 卜が予測される場合 （上記ステップ 2 0 0 の判

定が不成立である場合）には、最終的な目標値により早 く到達できるように

するために、現状の作用角が維持された状態で位相の進角が実行される （ス

テツプ 1 0 8 ) 。

[0074] 以上説明 した図 8 に示すルーチンによれば、作用角の調整および位相の調

整のうちの何れか一方に上記オーバー シユー 卜が予測される場合には、当該

オーバー シユー 卜の予測される方の調整が圧縮端温度の変化率の高い方の調

整であっても、その調整の実行が制限されるようになる。これにより、上記

マップ歪みによる弊害 （背反）を抑制することができる。より具体的には、

本実施形態のように運転状態量として圧縮端温度が使用されている場合には

、圧縮端温度が過大となることに伴 うN O X 排出量の増大を抑制することが

できる。

[0075] 尚、上述 した実施の形態 2 においては、 E C U 5 0 力、 上記ステップ 2 0

0 または 2 0 2 の処理を実行することにより前記第 4 の発明における 「ォ一

バーシュー ト予測手段」力、 上記ステップ 2 0 0 の判定が不成立である場合

に上記ステップ 1 0 8 の処理を実行することにより、或いは上記ステップ 2

0 2 の判定が不成立であり上記ステップ 2 0 0 の判定が成立する場合に上記

ステップ 1 0 4 の処理を実行することにより、前記第 4 の発明における 「ォ



一バーシュー ト時制御手段」力、 それぞれ実現されている。

[0076] 実施の形態 3 .

次に、図 9 および図 1 0 を参照して、本発明の実施の形態 3 について説明

する。

本実施形態のシステムは、図 1 に示すハー ドウェア構成を用いて、 E C U

5 0 に図 5 に示すルーチンに代えて後述の図 9 に示すルーチンを実行させる

ことにより実現することができるものである。

[0077] 上述した実施の形態 1 等における状態量追従優先制御の実行時に、内燃機

関 1 0 の運転条件が連続的かつ急激に変化し続ける場合には、運転状態量が

いつまでも目標状態量に収束できない可能性がある。また、内燃機関 1 0 の

ドライバビリティ等の要求から、作用角および位相を比較的早期にそれぞれ

の目標値に追従させることが要求される場合もある。

[0078] そこで、本実施形態では、過渡時の各時点において位相が目標位相に到達

し、かつ作用角が目標作用角に到達するまでに要する時間 （到達所要時間）

が所定時間 （後述する制限時間 （U — T n ) ) を超えない場合には、上述

した状態量追従優先制御を行うようにした。そして、到達所要時間が上記所

定時間を超える場合には、運転状態量の追従性が最優先される上記状態量追

従優先制御から、目標位相および目標作用角〜の位相および作用角の速やか

な追従性が最優先される高速追従優先制御に切り替えるようにした。

[0079] 図 9 は、上記の機能を実現するために、本実施の形態 3 において E C U 5

0 が実行する制御ルーチンを示すフローチャー トである。尚、図 9 において

、実施の形態 1 における図 5 に示すステップと同一のステップについては、

同一の符号を付してその説明を省略または簡略する。

[0080] 図 9 に示すルーチンでは、ステップ 1 0 0 において燃料噴射量Qが増加し

たと判定された場合には、次いで、今回の加速時における作用角および位相

についての目標値到達制限時間 Uが決定される （ステップ3 0 0 ) 。この目

標値到達制限時間 U は、今回の加速時において状態量追従優先制御のみを用

いて作用角および位相をそれぞれの目標値に制御する場合の所要時間の上限



として決定された時間である。

[0081 ] また、図9 に示すル一チンでは、ステップ1 0 6 または 1 1 0 において上

記所定時間T が経過したと判定された場合には、次いで、位相変化速度W n、

目標作用角と現在の作用角との差A 、および目標位相と現在の位相との差B

がそれぞれ算出される （ステップ3 0 2 ) 。

[0082] 次に、上記差A の分だけ作用角を制御する際に要する時間 （A V ) と上

記差Bの分だけ位相を制御する際に要する時間 （B W との和 （A V +

B W 力、 上記目標値到達制限時間Uから今回の加速時における現時点ま

での作用角および位相の制御時間 （T n ) を減じて得た値 （U _ T n )

以上であるか否かが判定される （ステップ3 0 4 ) 。上記V は、作用角変化

速度である。また、上記の和 （A V + B W は、現在の制御時点から作

用角および位相をそれぞれの目標値に到達させるまでに要する時間に相当す

る。また、上記の差 （U _ T n ) は、今回の加速時において状態量追従優

先制御のみを用いて作用角および位相をそれぞれの目標値に制御するうえで

、現時点において残された時間 （制限時間）に相当する。

[0083] その結果、上記ステップ3 0 4 における判定が不成立であると判定された

場合、つまり、状態量追従優先制御のみで制限時間 （U—T n ) 内に作用

角および位相をそれぞれ目標値に移行させられると判断できる場合には、ス

テツプ1 1 4 以降の通常通りの処理が実行される、すなわち、状態量追従優

先制御が継続される。

[0084] —方、上記ステップ3 0 4 における判定が成立すると判定された場合、つ

まり、状態量追従優先制御のみで制限時間 （U—T n ) 内に作用角および

位相をそれぞれ目標値に移行させることができないと判断できる場合には、

状態量追従優先制御から高速追従優先制御 （ステップ3 0 6 〜3 1 2 ) に切

り替えられる。高速追従優先制御では、先ず、現在の作用角が維持された状

態で位相の進角が実行される （ステップ3 0 6 ) 。次いで、現在の位相が目

標位相に到達したか否かが判定される （ステップ3 0 8 ) 。その結果、現在

の位相が目標位相に到達した場合には、作用角の拡大が実行される （ステツ



プ3 0 ) 。次いで、現在の作用角が目標作用角に到達 したか否かが判定さ

れる （ステップ3 2 ) 。その結果、現在の作用角が目標位相に到達 した場

合には、高速追従優先制御が終了される。

[0085] 以上説明した図 9 に示すルーチンによれば、目標状態量が移行する過程に

おいて、それぞれの目標値への作用角および位相の到達所要時間 （A V +

B W が上記所定時間 （制限時間 （U—T n ) ) を超える場合には、状

態量追従優先制御から高速追従優先制御に切 り換えられる。図 1 0 は、目標

状態量への移行途中において状態量追従優先制御から高速追従優先制御に切

り替えられた場合に作用角および位相が迪る経路を説明するための図である

。上記ルーチンによれば、図 1 0 に示すように、高速追従優先制御の実行時

には、作用角が固定されることで位相変化速度W nが低下しないように配慮さ

れた状態で、先ず目標位相に到達するように位相が進角される。次いで、目

標作用角に到達するように作用角が拡大される。これにより、作用角および

位相をそれぞれの目標値に速やかに追従させられるようになる。このため、

本実施形態の制御によれば、過渡時における排気ェミッションの悪化を状態

量追従優先制御の実行によってできる限り抑制 しつつ、必要に応 じて目標位

相および目標作用角〜の位相および作用角の追従を高速追従優先制御の実行

によって急 ぐようにすることにより、制限時間内に目標位相および目標作用

角に到達させることが可能となる。

[0086] 尚、上述 した実施の形態 3 においては、E C U 5 0 が上記ステップ3 0 4

の判定が成立する場合に上記ステップ3 0 6 〜 3 1 2 の一連の処理を実行す

ることにより前記第 5 の発明における 「制御切替手段」が実現されている。

[0087] 実施の形態 4 .

次に、図 1 1 を参照 して、本発明の実施の形態 4 について説明する。

本実施形態のシステムは、以下の図 1 1 を参照 して説明する構成を備えて

いる点を除き、上述 した実施の形態 1等のシステムと同様に構成されている

ものとする。

[0088] 図 1 1 は、本発明の実施の形態 4 における特徴的な構成を説明するための



図である。

エンジン回転数やエンジン負荷が変わ ると、作用角 および位相の変化 に対

す る運転状態量 （ここでは圧縮端温度）の感度が変化す る。 このため、ェン

ジン回転数やエンジン負荷が変わ ると、上記図 3 等 に示す作用角 と位相 との

関係 における圧縮端温度の等高線 （縞模様）が変化す る ことになる。

[0089] そ こで、本実施形態では、図 1 1 に示す よ うに、所定のエンジン回転数 お

よび所定のエンジン負荷 （図 1 1 においては燃料噴射量）毎 に （つま り、ェ

ンジン回転数 と燃料噴射量 との関係 において等間隔に配置 され る格子点毎 に

) 、圧縮端温度マ ップを備 えるよ うに した。そ して、エンジン回転数 および

エンジン負荷 （燃料噴射量）に応 じて、参照す るマ ップを切 り替 えるよ うに

した。尚、本実施形態では、隣接す る格子点の間のエンジン回転数 およびェ

ンジン負荷 （燃料噴射量）が使用 され る場合 には、隣接す る格子点 を利用 し

て値 を補完 して算出す るよ うに している。

[0090] 以上説明 した本実施形態の構成 によれ ば、所定のエンジン回転数 および所

定のエンジン負荷 （燃料噴射量）毎 に圧縮端温度マ ップを備 えてお くことに

よ り、過渡時の排気ェ ミツシ ョンの悪化 をよ り精度良 く抑制す る ことができ

る。また、圧縮端温度以外であって も、例 えば、制御対象の運転状態量 を吸

入空気量 とす る場合であれ ば、スモー ク排出量の悪化 および内燃機 関 1 0 の

ドライバ ビリテ ィの悪化 をよ り精度良 く抑制す る ことができ、また、制御対

象の運転状態量 をポ ンプ損失 とす る場合であれ ば、燃費の悪化 をよ り精度良

く抑制す る ことができる。

[0091 ] 実施 の形態 5 .

次 に、本発 明の実施の形態 5 について説明す る。

本実施形態の システムは、位相変化速度W nの算出手法 に特徴 を有 している

点 を除 き、上述 した実施の形態 1 等の システム と同様 に構成 され ているもの

とす る。

[0092] 位 相変化速度W n は、上述 した作用角だ けでな く、油温 および油圧 に応 じて

変化す る。また、油圧 は、エンジン回転数 に応 じて変化す る。そ こで、本実



施形態では、以下に示すように、位相変化速度w nを作用角、油温、および油

圧 （エンジン回転数）を変数 とする関数 として定めるように した。

位相変化速度W n = f (作用角 X 作用角可変機構劣化補正係数、油

温、油圧 ) X 位相可変機構劣化補正係数

[0093] また、位相可変機構 3 2 b (作用角可変機構 3 2 a も同様）は、経時的な

劣化によって応答速度が低 くなつていく。そこで、本実施形態では、上記の

ように、位相可変機構劣化補正係数を用いて、位相可変機構 3 2 b の経時的

な劣化度合いを考慮 して位相変化速度W n を修正するように した。また、本実

施形態では、同様に、作用角可変機構劣化補正係数を用いて、作用角可変機

構 3 2 a の経時的な劣化度合いを考慮 して、位相変化速度W nの上記関数の変

数である作用角を修正するように した。これ らの劣化補正係数は、位相また

は作用角を所定量動作 させる際の応答時間の経時的な変化に基づいて算出す

ることができ、また、これ らの劣化補正係数は、内燃機関 1 0 の総運転時間

、或いは内燃機関 1 0 が搭載 された車両の走行距離などに基づいて決定する

ことができる。

[0094] 位相変化速度W n を精度良 く算出することは、運転状態量の変化率を精度良

< 推定 して上述 した状態量追従優先制御を精度良 く行 ううえで重要である。

以上説明 したように、位相変化速度W n を作用角、油温、および油圧 （ェンジ

ン回転数）を変数 とする関数 として定めた ことによ り、過渡時において、ぉト

気ェミッシ ョン、燃費、或いは内燃機関 1 0 の ドライバ ビリティ等の悪化を

よ り精度良 く抑制することができる。また、上記劣化補正係数を用いた位相

変化速度w nの補正を行 うことによ り、状態量追従優先制御を長期に渡 って高

精度に保つことが可能 となる。

[0095] 実施の形態 6 .

次に、図 1 2 乃至図 1 5 を参照 して、本発明の実施の形態 6 について説明

する。

本実施形態のシステムは、図 1 に示すハー ドウェア構成を用いて、 E C U

5 0 に図 5 に示すルーチンに代えて後述の図 1 3 に示すルーチンを実行 させ



ることによ り実現することができるものである。

[0096] 図 1 2 は、本発明の実施の形態 6 において用いられる内燃機関 1 0 の運転

領域の設定を説明するための図である。

内燃機関 1 0 において優先すべきアウ トプッ ト （排気ェミッシ ョン、燃費

、スモーク排出量、 ドライバ ビリティなど）は、内燃機関 1 0 の運転領域に

応 じて変化する。よ り具体的には、図 1 2 中に符号 「A 」を付 して示す低回

転低負荷域では、排気ェミッシ ョン （特に T H C ) の低減が最優先とされる

[0097] また、図 1 2 中に符号 「B 」を付 して示す低回転高負荷域は、全開加速時

に要求 される領域であ り、この領域では、加速性能 （出力性能）の確保のた

めにスモーク排出量の低減 （および ドライバ ビリティの悪化防止）が最優先

とされる領域である。加速時には、燃料噴射量 Q が増量 されるので、吸入空

気量が不足 しがちとなる。吸入空気量が足 りな くなると、燃料が トルク発生

のために十分に使用 されずに、スモークとなって排出され、加速性能が悪化

する。このため、加速性能の確保のために、スモーク排出量の低減が要求 さ

れる。

[0098] また、図 1 2 中に符号 「C 」を付 して示すモー ド域 （低中回転低中負荷域

) は、内燃機関 1 0 の運転中に多 く使用 される常用域であ り、この領域では

、内燃機関 1 0 の出力、燃費、および排気ェミッシ ョンの うちで排気エミッ

シ ヨン （特に N O x ) の低減が最優先とされる。更に、図 1 2 中に符号 「D

」を付 して示す高回転高負荷域では、燃費の改善が最優先とされる。

[0099] そ こで、本実施形態では、内燃機関 1 0 の各運転領域 （上記 A 〜 D ) に応

じて、制御対象 とする 1 つの運転状態量を選択 した状態で状態量追従優先制

御を実行する状態量制御モー M n を切 り替えるように した。言い換えれば、

内燃機関 1 0 の各運転領域 （上記 A 〜 D ) に応 じて、優先 して制御対象 とす

る運転状態量のマップを切 り替えるように した。

[01 00] よ り具体的には、本実施形態では、上記 A 領域 （すなわち、低回転低負荷

域）の場合には、圧縮端温度 （の上昇率）を運転状態量 とするA モー ドが状



態量制御 モー ドM n と して選択 され るように した。また、上記 B 領域 （すなわ

ち、低回転高負荷域）の 場合には、吸入空気量 を運転状態量 とす る B モー ド

が状態量制御 モー ドM n と して選択 され るように した。また、上記 C 領域 （す

なわち、モー ド域）の場合には、圧縮端温度 （の減少率）を運転状態量 とす

る C モー ドが状態量制御 モー ドM n と して選択 され るように した。更に、上記

D領域 （すなわち、高回転高負荷域）の場合には、ポ ンプ損失を運転状態量

とす る D モー ドが状態量制御 モー M n と して選択 され るように した。

[01 0 1 ] 図 1 3 は、上記の機能 を実現す るために、本実施の形態 6 において E C U

5 0 が実行す る制御ルーチンを示す フローチャー トである。尚、図 1 3 にお

いて、実施の形態 1 における図 5 に示すステ ップと同一のステ ップについて

は、同一の符号 を付 してその説明を省略または簡略す る。

[01 02] 図 1 3 に示すルーチンでは、先ず、エンジン回転数 N E と燃料噴射量 Q (

エンジン負荷）のマ ップ （図 1 2 の ような関係）上における内燃機関 1 0 の

現在の運転領域が把握 された うえで、現在の運転領域 に対応す る現在の状態

量制御 モー ドM nが認知 され る （ステ ップ 4 0 0 ) 。具体的には、本ステ ップ

4 0 0 では、上記 A 〜 D の 4 つのモー ドの中か ら、現在の運転領域 に対応す

る状態量制御 モー M nが取得 され る。

[01 03] 次 に、ステ ップ 1 0 0 において燃料噴射量 Q が増加 した と判定 された場合

には、作用角 を拡大す る場合の方が位相 を進角す る場合 よ りも、現在の状態

量制御 モー ドM n における運転状態量の改善率 （変化率）が高 くなるか否かが

判定 され る （ステ ップ 4 0 2 ) 。 E C U 5 0 は、各状態量制御 モー ドM n毎に

、作用角 と位相 との関係で運転状態量 を定めたマ ップを記憶 している。本ス

テ ツプ 4 0 2 では、現在の状態量制御 モー M n に応 じた運転状態量のマ ップ

が参照 され、上記の判定が実行 され る。そ して、本ステ ップ 4 0 2 における

判定結果に応 じて、位相進角 を伴 う作用角拡大 （ステ ップ 1 0 4 ) または作

用角変化 を停止 した状態での位相進角 （ステ ップ 1 0 8 ) が実行 され る。

[01 04] その後、ステ ップ 1 1 2 において作用角および位相の双方がそれぞれの 目

標値に到達 していないと判定 された場合には、位相変化速度W nが算出 された



うえで （ステ ップ 1 1 4 ) 、次回の状態量制御モー ドM n + 1が今回の状態量制

御 モー ドM n と等 しいか否かが判定 され る （ステ ップ 4 0 4 ) 。すなわち、本

ステ ップ 4 0 4 では、現時点での最新のエンジン回転数 N E および燃料噴射

量 Q に応 じて次回の状態量制御 モー ドM n + ，が認知 された うえで、状態量制御

モー M nの切 り替わ りの有無が判断 され る。

[01 05] その結果、次回の状態量制御 モー ドM n + 1 と今回の状態量制御 モー M n と

が等 しいと判定 された場合には、直ちに上記ステ ップ 4 0 2 以降の処理が繰

り返 し実行 され る。一方、次回の状態量制御 モー ドM n + 1 と今回の状態量制御

モー ドM n とが等 しくないと判定 された場合、つま り、状態量制御 モー ドM n

の切 り替 えを行 うべ き状況であると判断できる場合には、参照す る運転状態

量のマ ップが、次回の状態量制御 モー ドM n + 1に応 じた運転状態量のマ ップに

変更 され る （ステ ップ 4 0 6 ) 。その うえで上記ステ ップ 4 0 2 以降の処理

が繰 り返 し実行 され る。

[01 06] 図 1 4 は、本ステ ップ 4 0 6 における運転状態量のマ ップの切 り替 えの一

例 を説明す るための図である。よ り具体的には、図 1 4 に示す例 は、 T H C

排出量低減のための圧縮端温度の上昇を最優先 とす るA モー ドか らス モーク

排出量低減のための吸入空気量の増加 を最優先 とす る B モー ドへの状態量制

御モー ドM nの切 り替 えが行われ る場合の ものである。 この場合には、図 1 4

に示す ように、内燃機関 1 0 の運転領域が A 領域か らB 領域 に変化 してマ ツ

プの切 り替 え境界 に達 した ことによ り、圧縮端温度 （の上昇率）のマ ップか

ら吸入空気量のマ ップへの運転状態量マ ップの切 り替 えが行われ ることとな

る。

[01 07] 図 1 5 は、図 1 4 におけるA 領域か らB 領域 に内燃機関 1 0 の運転領域が

変化す る過渡時 （加速時）の動作 を説明す るための図である。よ り具体的に

は、図 1 5 ( A ) は燃料噴射量 Q の変化 を表す波形を、図 1 5 ( B ) は吸気

カム 3 6 の位相の変化の結果である吸気弁 2 8 の開き時期 （I V O ) の進角

量の変化 を表す波形、並びに吸気カム 3 6 の位相の変化および吸気弁 2 8 の

作用角の変化の結果である吸気弁 2 8 の閉 じ時期 （I V C ) の変化 を表す波



形を、図 1 5 ( C ) は吸気弁 2 8 の作用角の変化 を表す波形を、図 1 5 ( D

) は総炭化水素 （T H C ) の変化 を表す波形を、図 1 5 ( E ) はスモーク排

出量変化 を表す波形を、それぞれ示 している。尚、図 1 5 中の各図における

破線は、各パ ラメー タの狙 い値である。

[01 08] 図 1 5 に示す制御例 では、加速初期においては、圧縮端温度のマ ップを参

照 して、過渡時に圧縮端温度が 目標状態量 となるように制御 され る。よ り具

体的には、図 1 5 ( B ) および図 1 5 ( C ) に示す ように、位相進角が優先

され る場合には、作用角が固定 された状態で位相が進角 され るので、吸気弁

2 8 の開き時期 （I V O ) が進角 され る。 これ によ り、吸入空気量が増加す

るので、圧縮端圧力が上が り、その結果、圧縮端温度が上昇す る。また、作

用角拡大が優先 され る場合には、位相進角 を伴 いつつ作用角が拡大 され る。

既述 したように作用角の応答速度の方が位相の応答速度 よ りも高 いので、吸

気弁 2 8 の閉 じ時期 （I V C ) が遅角 され ることになる。 これ によ り、吸気

下死点よ りも進角側 に制御 されていた吸気弁 2 8 の閉 じ時期が吸気下死点に

近づ くことで実圧縮比が高 くな り、圧縮端温度が上昇す る。 このような位相

および作用角の制御 によって、図 1 5 ( D ) に示す ように、過渡時に圧縮端

温度が常に 目標状態量に近づけられ るようになるので、 T H C 排出量 を狙 い

値通 りに抑制す ることができる。また、 この場合には、吸入空気量ではな く

圧縮端温度が制御対象の運転状態量 とされ ることで、図 1 5 ( E ) に示す よ

うに、スモーク排出量については、狙 い値か ら若干ずれ ることもある。 しか

しなが ら、圧縮端温度マ ップが使用 され るA 領域 （低回転低負荷域）は、も

ともとスモーク排出量が少ない領域であるので、 この ことは問題ないといえ

る。

[01 09] また、図 1 5 に示す制御例 では、内燃機関 1 0 の運転領域が A 領域か らB

領域 に向けて移行す ることでマ ップの切 り替 え境界 に達す ると、運転状態量

のマ ップが吸入空気量のマ ップに切 り替 え られ る。 この場合には、吸入空気

量のマ ップを参照 して、過渡時に吸入空気量が 目標状態量 となるように制御

され る。よ り具体的には、図 1 5 ( B ) および図 1 5 ( C ) に示す ように、



位相進角が優先 され る場合には、作用角が固定 された状態で位相が進角 され

るので、吸気弁 2 8 の開き時期 （I V O ) が進角 され る。 これ によ り、吸入

空気量が増加す る。また、作用角拡大が優先 され る場合には、位相進角 を伴

いつつ作用角が拡大 され ることで、吸気下死点を超 えて吸気弁 2 8 の閉 じ時

期 （I V C ) が遅角 され ることになる。 これ によ り、吸入空気量が増加す る

。 このような位相および作用角の制御 によって、過渡時に吸入空気量が常に

できるだ け目標状態量に近づけられ るようになるので、図 1 5 ( E ) に示す

ように、吸入空気量が不足 しがちな高負荷領域 において、スモーク排出量 を

狙 い値通 りに抑制す ることができる。また、 この場合には、圧縮端温度では

な く吸入空気量が制御対象の運転状態量 とされ ることで、図 1 5 ( D ) に示

す ように、 T H C 排出量については、狙 い値か ら若干ずれ ることもある。 し

か しなが ら、吸入空気量マ ップが使用 され る B 領域 （低回転高負荷域）は、

もともと T H C 排出量が少ない領域であるので、 この ことは問題ないといえ

る。

[01 0] 上記図 1 5 を参照 して上述 したように、本実施形態の制御 によれ ば、過渡

時に内燃機関 1 0 の運転領域が低回転低負荷域 にあるときは、狙 い通 りに T

H C 排出量 を抑制す ることができ、かつ、運転領域が低回転高負荷域 に移行

した後は、狙 い通 りにスモーク排出量 を抑制す ることが可能 となる。また、

低回転中高負荷域では、スモーク排出量が、燃料噴射量の増量 を制限す る主

要因 となる。上記の制御 によれ ば、そのような運転領域 において、過渡時の

スモーク排出量 を低減す ることで、燃料噴射量 をよ り増量す ることができる

ようになる。 このため、低速 トルクを高めることも可能 となる。

[01 11] 以上のように、本実施形態の制御 によれ ば、上記図 1 5 を参照 して一例 を

示 したように、内燃機関 1 0 の各運転領域 （上記 A 〜 D ) に応 じて、優先 し

て制御対象 とす る運転状態量のマ ップが切 り替 え られ るようになる。本実施

形態の制御手法 とは異な り、内燃機関の運転領域 によって異なる狙 いのァゥ

トプッ ト （排気ェ ミッシ ョン、燃費、スモーク排出量、 ドライバ ビリテ ィな

ど）に応 じて、作用角および位相のそれぞれの 目標値 を単に変更す るという



従来の手法が知 られている。 しか しなが ら、 このような従来の手法では、 目

標値収束後のァゥ トプッ 卜の最適化 を図ることができても、過渡時における

ァゥ トプッ 卜の切 り替 え直後において、燃費或 いは排気ェ ミッシ ョンな どの

瞬間的な悪化 を抑制す ることができない。 これ に対 し、本実施形態の制御 に

よれ ば、過渡時におけるァゥ トプッ 卜の切 り替 え時に、制御対象 となる運転

状態量のマ ップが切 り替 え られた うえで、切 り替 え後の運転状態のマ ップを

参照 して、上記状態量追従優先制御が実行 され る。 このため、切 り替 え直後

においても、運転状態量 を目標状態量に常にできるだ け近づけられ るように

作用角および位相 を制御 させ られ るようになる。 これ によ り、運転領域 に応

じたァゥ トプッ 卜の切 り替 え時を含めた過渡時における排気ェ ミッシ ョン、

燃費、または ドライバ ビリテ ィな どを最小限に抑制す ることが可能 となる。

[01 2] 尚、上述 した実施の形態 6 においては、 E C U 5 0 が上記ステ ップ 4 0 4

および 4 0 6 の処理 を実行す ることによ り前記第 9 の発明における 「状態量

切替手段」が実現 されている。

[01 3 ] ところで、上述 した実施の形態 1 乃至 6 においては、過渡時に制御対象 と

す る運転状態量のマ ップの関係 を利用 して、上述 した状態量追従優先制御 を

行 うように している。 しか しなが ら、本発明における状態量追従優先制御 は

、上記のようなマ ップを参照 して行 うものに限定 されず、例 えば、以下のよ

うな手法 を用 いるものであってもよい。

[01 4 ] 先ず、 目標状態量が圧縮端温度である場合について説明す る。圧縮端温度

は、既知の関係式に従 って、筒内圧力か ら算出す ることができ、筒内圧力は

、既知の関係式に従 って、吸入空気量、吸気弁 2 8 の作用角、吸気カム 3 6

の位相、燃料噴射量、および吸気温度等に基づいて算出す ることができる。

従 って、 これ らの関係式を用 いて、作用角がァクチユエ一 タの応答速度にお

いて可能な変化量で所定時間内に変化 した際に、圧縮端温度の変化率が どれ

くらいの値 となるかを算出す ることができる。また、位相の変化に対 しても

、同様 に圧縮端温度の変化率 を算出す ることができる。 このように して、作

用角の変化に対す る圧縮端温度の変化率 と、位相の変化に対す る圧縮端温度



の変化率 とを算出 した うえで、それ らの大小 を所定時間毎に判定す ることで

、上記マ ップを用 いずに、作用角 と位相の うちの どち らを優先 して制御すれ

ばよいかを過渡時において所定時間毎に判定す ることができる。また、運転

状態量が例 えば吸入空気量或 いはポ ンプ損失である場合についても、圧縮端

温度の場合 と同様 に、既知の関係式を用 いて行 うことができる。

[01 5] また、上述 した実施の形態 1 乃至 6 においては、油圧駆動式の位相可変機

構 3 2 b と電動式の作用角可変機構 3 2 a とを用 いた構成、すなわち、位相

を調整す る第 1 ァクチユエー タよ りも作用角 を調整す る第 2 ァクチユエー タ

の方が、応答速度が高 い構成 を例 に挙 げて説明を行 った。 しか しなが ら、本

発明の対象は このような構成に限定 され るものではな く、作用角 を調整す る

第 1 ァクチユエー タよ りも位相 を調整す る第 2 ァクチユエー タの方が、応答

速度が高 い構成であってもよい。

[01 6] また、上述 した実施の形態 1 乃至 6 においては、吸気弁 2 8 を対象 とす る

制御 について説明を行 った。 しか しなが ら、本発明の制御 は、吸気弁を対象

とす るものに限定 されず、排気弁を対象 とす るものであってもよい。具体的

には、各気筒の排気弁 3 0 を駆動す るための動弁装置 と して、排気弁 3 0 の

作用角 を連続的に可変 とす る作用角可変機構 と、クランクシャフ 卜の回転位

相に対す る排気カムの回転位相 を連続的に可変 とす る位相可変機構 とを具備

す る排気可変動弁装置 を備 えた うえで、排気弁 3 0 の制御 に関 して上述 した

実施の形態 1 等の制御 を適用 してもよい。

符号の説明

[01 7] 0 内燃機関

6 吸気通路

8 排気通路

2 0 ェアフロ一 メー タ

2 6 燃料噴射弁

2 8 吸気弁

3 0 排気弁



吸気可変動弁装置

a 作用角可変機構

b 位相可変機構

吸気カム

クランク角センサ

吸気カムシャフ ト

吸気カム角センサ

作用角センサ

E C U (E l ectron i c Contro I

油温センサ



請求の範囲

[請求項 1] クランクシャフ 卜の回転位相に対す るカムの回転位相および前記力

ムによ り駆動 され る吸気弁または排気弁の作用角の うちの一方 を調整

す る第 1 ァクチユエ一 タと、

前記カムの回転位相および前記吸気弁または排気弁の作用角の うち

の他方 を調整 し、前記第 1 ァクチユエー タよ りも応答速度の高 い第 2

ァクチユエ一 タと、

内燃機関の運転状態が変化す る過渡時に、前記内燃機関の運転状態

を表す所定の運転状態量が 目標状態量 となるように、前記カムの回転

位相および前記弁の作用角 をそれぞれ 目標位相および 目標作用角に向

けて制御す る制御手段 と、

前記過渡時に、前記カムの回転位相の調整 と前記吸気弁または排気

弁の作用角の調整の うちの どち らによる前記運転状態量の変化率が高

いかを所定時間毎に判定す る状態量判定手段 と、を備 え、

前記制御手段は、前記カムの回転位相の調整 と前記吸気弁または排

気弁の作用角の調整の うちで、前記運転状態量の変化率が高 いと判定

された方の調整 を他方の調整に優先 して行 う状態量追従優先制御 を実

行す ることを特徴 とす る内燃機関の制御装置。

[請求項2] 前記運転状態量は、圧縮端温度、吸入空気量、およびポ ンプ損失の

うちの何れか 1 つであることを特徴 とす る請求項 1 記載の内燃機関の

制御装置。

[請求項3] 前記第 1 ァクチユエー タは、前記カムの回転位相 を調整す る位相可

変機構であって、

前記第 2 ァクチユエー タは、前記吸気弁または排気弁の作用角 を調

整す る作用角可変機構であって、

前記制御手段は、前記位相可変機構 による前記カムの回転位相の調

整 を優先 して行 う場合に、前記作用角可変機構 による前記吸気弁また

は排気弁の作用角の調整 を中止す る作用角調整中止手段 を含む ことを



特徴 とす る請求項 1 または 2 記載の内燃機関の制御装置。

[請求項4] 前記制御手段は、

前記カムの回転位相および前記吸気弁または排気弁の作用角 を前記

目標位相および前記 目標作用角に向けてそれぞれ制御す る際に、前記

カムの回転位相の調整または前記吸気弁または排気弁の作用角の調整

によって前記 目標状態量に対す る前記運転状態量のオー バ ー シユー ト

が予測 され るか否かを判定す るオー バ ー シユー ト予測手段 と、

前記カムの回転位相の調整および前記吸気弁または排気弁の作用角

の調整の うちの何れか一方に前記オー バ ー シユー 卜が予測 され る場合

には、前記カムの回転位相の調整および前記吸気弁または排気弁の作

用角の調整の うちの前記オー バ ー シユー 卜が予測 されない他方 を優先

して行 うオー バ ー シユー ト時制御手段 と、

を含む ことを特徴 とす る請求項 1 乃至 3 の何れか 1 項記載の内燃機

関の制御装置。

[請求項5] 前記制御手段は、前記過渡時において、前記カムの回転位相が前記

目標位相に到達 し、かつ前記吸気弁または排気弁の作用角が前記 目標

作用角に到達す るまでに要す る時間が所定時間を超 える場合には、前

記状態量追従制御か ら、前記 目標位相および前記 目標作用角〜の速や

かな追従 を優先す る高速追従優先制御 に切 り換 える制御切替手段 を含

む ことを特徴 とす る請求項 1 乃至 4 の何れか 1 項記載の内燃機関の制

御装置。

[請求項6] 前記状態量判定手段は、前記カムの回転位相の変化に対す る前記運

転状態量の前記変化率、および前記吸気弁または排気弁の作用角の変

化に対す る前記運転状態量の前記変化率 をそれぞれ定めたマ ップに従

つて、前記カムの回転位相の調整 と前記吸気弁または排気弁の作用角

の調整の うちの どち らによる前記運転状態量の前記変化率が高 いかを

所定時間毎に判定す る手段であって、

前記状態量判定手段は、所定のエンジン回転数および所定のェンジ



ン負荷毎に前記マ ップを備 えていることを特徴 とす る請求項 1 乃至 5

の何れか 1 項記載の内燃機関の制御装置。

[請求項7] 前記第 1 ァクチユエー タは、油圧 を利用 して前記カムの回転位相 を

調整す る油圧駆動式位相可変機構であって、

前記状態量判定手段は、前記カムの回転位相の変化速度に基づいて

前記カムの回転位相の調整による前記運転状態量の変化率 を推定す る

ものであって、

前記カムの回転位相の変化速度は、前記吸気弁または排気弁の作用

角、油温、および油圧 を変数 とす る関数 と して定め られていることを

特徴 とす る請求項 1 乃至 6 の何れか 1 項記載の内燃機関の制御装置。

[請求項8] 前記 カムの回転位相の変化速度は、前記油圧駆動式位相可変機構の

経時的な劣化度合 いを示す劣化補正係数によ り修正 され ることを特徴

とす る請求項 7 記載の内燃機関の制御装置。

[請求項 9] 前記内燃機関の運転領域 に応 じて、制御対象 とす る前記運転状態量

を切 り替 える状態量切替手段 を更に備 えることを特徴 とす る請求項 1

乃至 8 の何れか 1 項記載の内燃機関の制御装置。

[請求項 10] 前記状態量切替手段は、低回転低負荷領域では、圧縮端温度 を前記

運転状態量 と して選択す ることを特徴 とす る請求項 9 記載の内燃機関

の制御装置。

[請求項 11] 前記状態量切替手段は、低回転高負荷領域では、吸入空気量 を前記

運転状態量 と して選択す ることを特徴 とす る請求項 9 または 1 0 記載

の内燃機関の制御装置。

[請求項 12] 前記状態量切替手段は、排気ェ ミッシ ョンの低減 を最優先 とす るモ

- ド域では、圧縮端温度 を前記運転状態量 と して選択す ることを特徴

とす る請求項 9 乃至 1 1 の何れか 1 項記載の内燃機関の制御装置。

[請求項 13] 前記状態量切替手段は、高回転高負荷領域では、ポ ンプ損失を前記

運転状態量 と して選択す ることを特徴 とす る請求項 9 乃至 1 2 の何れ

か 1 項記載の内燃機関の制御装置。
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